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医療機能情報提供制度に関する都道府県の施行状況の概要  
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保健所・医療安全  
支援センター以外  

県庁（所管課等）  

今後整備予定  

設置せず  
ト
 

・
サ
ト
＝
ん
†
バ
り
曹
′
劇
．
が
ド
－
1
r
 
 

J
十
－
－
り
′
I
．
r
l
d
・
山
¶
甘
「
－
 
 

＋                              【  

一28－  



3 都道府県の独自項目の設置の有無  

29  

。 。。 4。 

（主な独自項目）   

○ 医療計画に定める4疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）に関する項目  

…・t・茨城県、千葉県、東京都、岐阜県、大阪府、兵庫県、奈良県、沖縄県   

○ 地域医療連携体制（連携可能な医療機関等）に関する項目  

……福井県、大阪府、佐賀県   

○ 一般外来診療の有無（企業内の診療所等、原則として一般の外来受診を行わない  

医療機関等）  

……山形県、埼玉県、千葉県、神奈川県   

○ 人間ドック、特定健康診査、特定保健指導実施の有無  

……富山県、島根県   

○ 難病への対応に関する項目  

＝…・北海道、岩手県、福島県、栃木県、千葉県、京都府、大阪府、和歌山  

県、島根県、福岡県   

○リハビリテーションに関する項目  

‥…・栃木県、千葉県、東京都、京都府、大阪府、福岡県、沖縄県   

○ 認定t専門医、認定t専門薬剤師、認定・専門看護師に関する項目  

……福井県、京都府、大阪府   

○ 保有する施設整備、治療用機器に関する項目  

t・・…栃木県、和歌山県、島根県、沖縄県  

※都道府県名については、具体的な項目として回答のあった場合のみ記載  
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4 住民への医療機能情報提供制度に関する広報の方法  

※複数回答有り  

都道府県ホームページで周知  

都道府県広報を通じて周知  

マスメディアを通じて周知  

関係団体広報誌掲載、  
チラシ配布  

周知していない  

－30－   



4．医療安全対策の取組について   

厚生労働省においては、平成14年4月に医療安全対策検討会議において  

取りまとめた「医療安全推進総合対策」及び平成15年12月の「厚生労働大  

臣医療事故対策緊急アピール」に基づき、各般の取組みを進めてきたところ。   

さらに、平成17年6月に医療安全対策検討会議において、これまでの「医  

療安全推進総合対策」に基づく対策の強化と新たな課題への対応について、  

「今後の医療安全対策について」がとりまとめられ、この報告書に基づき、  

各般の取組の充実強化を図るとともに、平成18年の医療法改正においては、  

医療安全支援センターの制度化や全ての医療機関に対し医療安全の確保を義  

務付けるなど、総合的な取組みを進めているところである。   

各都道府県等におかれては、「医療安全支援センター」の円滑な運営及び  

二次医療圏における体制整備を引き続き推進し、その充実強化を図るととも  

に、管下医療機関における適切な医療安全の確保について、立入検査等を通  

じて適切に指導するなど、積極的な取組をお願いしたい。  

（1）医療安全支援センターの設置等  

医療安全支援センターについては、平成16年5月に全ての都道府県で  

の設置を完了し、現在、保健所設置市区及び二次医療圏での重層的な設置  

を推進している。  

なお、本センター設置に係る経費については、医療に関する相談は地域  

住民に身近な事業であること、地方自治体における主体的・自主的な取組  

みを推進する必要があることなどから、本センターに係る人件費、基本運  

営費、協議会の設置・運営、各種研修の実施、相談事例の収集・情報提供  

等に係る経費について、平成15年度より地方財政措置を講じている。  

また、平成18年の医療法改正においては、本センターを法律上に位置  

づけ、その機能の充実強化を図ったところである。  

厚生労働省においては、各都道府県等における本センターの設置・運営  

が円滑に進められるよう、相談職員等に対する研修、相談事例等の収集・  

分析・情報提供などの総合的な支援として、「医療安全支援センター総合  

支援事業」を引き続き実施することとしている。  

（参考1）医療安全支援センター体制図   

（参考2）平成20年度医療安全支援センター総合支援事業   

（参考3）医療安全支援センター設置状況（平成21年1月1日現在）   
（関連ホームページ）  

○医療安全支援センター総合支援事業HP  

http：／／www．anzen－Shien．jp／   

（2）医療機関における医療安：全の確保  

医療機関における組織的な医療安全の確保を図るため、平成18年の医  

療法改正により、平成19年4月から全ての医療機関に対して、安全に関  
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する職員の研修の実施など医療安全の確保を義務付け、その充実強化を図  

ったところである。  

各都道府県等におかれては、医療機関への立入検査等を通じて、管下医  

療機関における医療事故防止対策の取組強化が図られるよう適切な指導を  

お願いしたい。  

また、医療安全対策検討会議の下に設置された作業部会において、取り  

まとめられた下記についても、各医療機関等が活用し、効果的な取組みが  

なされるよう、併せて管下医療機関等への周知をお願いしたい。  

O「医療安全管理者の業務指針および養成のための研修プログラム作成指  

針」（平成19年3月 30 日医改発第0330019号・薬食発第0330009  
号、厚生労働省医政局長・医薬食品局長通知）  

O「集中治療室（ICU）における安全管理について（報告書）」（平成19  

年3月 30日医改発第0330016号・薬食発第0330006号、厚生労働省  

医政局長・医薬食品局長通知）  

※厚生労働省H Pに通知を掲載しているので参照ください。  

http：／／www．mhlw．go．jp／topICS／bukyoku／isei／i・anZen／hourei／  

index．html   

（3）医療安全対策に関する情報の提供  

現在、医療事故等の事例に関しては、特定機能病院や大学病院等に対し  

て日本医療機能評価機構への報告を義務付け、同機構において収集・分析  

し、分析結果を提供する事業を行っているところである。  

さらに、平成18年12月より、同機構において収集された事例のうち、  

特に注意が必要な事項について、「医療安全情報」として医療機関等に月   

1回程度発信しているところである。  

これらの情報を各医療機関等が活用し、効果的な取組みがなされるよう、  

各都道府県等におかれても、引き続き管下医療機関等への周知をお願いし  

たい。  

（参考4）医療事故情報収集等事業 概要   

（参考5）医療安全情報   

（関連ホームページ）  

○財団法人日本医療機能評価機構HP 医療事故情報収集等事業  

http：／／jcqhc．or．jp／html／accident．htm＃med・Safe   

（4）医療安全推進週間の実施（平成21年度は11月22日から1週間）  

厚生労働大臣提唱の「患者の安全を守るための共同行動」（PSA：Patient  

SafetyAction）の一環として、当該週間を中心に、医療安全に関するワー  

クショップ、シンポジウム等を開催することとしている。  

各都道府県等におかれても、引き続き、当該週間に合わせて様々な事業  

を実施することにより、関係者の意識啓発を図っていただきたい。  
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医療安全支援センター体制図  
蛋   

○ 医療機関の管理者、従業員に対   
する医療安全に関する研修の実施  

○ 医療安全の確保に関する必要な  
情報提供  

○ 苦情・相談への対応（必要に応じて、   

医療機関の管理者及び患者等に助言）  

（
馴
郎
一
）
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2008・10・29妻農研修Ⅰ 2008．10．20妻践研修Ⅰ  
2008・10・30実践研修Ⅱ 2008．10．21実践研修Ⅱ  
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（参考3）  

医療安全支援センター設置状況（平成21年1月1日現在）  暫定版  

※内容について現在精査中。確  
定次第HPにより公表する。  

2／保健所設置市区   

（1）指定都市   

指定都市名  設置済  未設置  設置予定 時期等   

1  ○  

2  

3  

4  ○  
5  

6  

7  

00  

9  

0  

1  ●  ※   

2  ○  

3 4 5 6 「－  

（3）政令市   

設置予定  
政令市名  設置済  未設置   時期等   

小樽  ．●  

八王子  ●  
藤沢  ○  

尼崎  ○  
呉   ○  

大牟田  ●  

佐世保   ○  
4  3  
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▲
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1
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1
・
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1
 
1
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2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
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4
 
4
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4
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4
 
 

（4）特別区  

特別区名  設置済  未設置  設置予定 時期等  

l  ●  H22．4  
2  ●  ※  

3  ●  
4  ●  ※  

5  ●  
6  ●  
7  ●  
8  ●  
9  ●  
0   ●  
【  ●  
2  ●  
3  ●  
4  ●  ※  

5  ●  ※  

6  

7  ●  
8  ●  
9  ●  ※  

0  ●  
コ  ●  
2  ●  
3  

計   
●  

山  22  

（2）中核市  

設置予定  
中核市名  設置済  未設置   時期等  

函館   ○  
旭川  ○  
青森  ●  ※  

盛岡  ●  
火田  ●  
郡山  ○  
いわき  ○  
宇都宮  ●  ※  

川越  ○  
l  ○  
1 柏   ○  
．1． ○  

1  

1  

1  ○  
1  ○  
1  ○  
1  ●  
1  ●  ※  

2  ●  
2  ●  ※  

2  

2  

2  

2  

2  ●  ※  

2  

2  ○  
2  

3  

3  

3  

3  ●  H22．4  
3  

3  

3  ●  
3  

3  

計   
（⊃  

27  

平成20年度 医療   

〈参考〉  
・都道府県センター  47  

・保健所設置市区センター   48  
二醐町ンタ‾  

374   

・二次医療圏の総数  348  

注1：一つの二次医療圏に複数の二  

次医療圏センターが設置されている  
場合がある。   

注2：二次医療圏センターについて  

は、相談窓口のみ設置している箇所  
もカウントしている。   

注3：●は未設置を意味している。   

注4：「設置予定時期等」欄の※印は、  
相談窓口のみ設置している。  

全支援センター総合支援事業調べ   
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（参考4）  

医療事故情報収集等事業 概要  

1．目的   

報告義務対象医療機関並びに参加登録申請医療機関から報告された医療事故  

情報等を、収集、分析し提供することにより、広く医療機関が医療安全対策に  

有用な情報を共有するとともに、国民に対しで情報を提供することを通じて、  

医療安全対策の一層の推進を図ることを目的とする。  

2．実施検閲   

（財）日本医療機能評価機構 医療事故防止事業部  

3．対象医療機関   

対象医療機関は、次に掲げる報告義務対象医療機関と参加登録申請医療機関  

である。  

1）報告義務医療機関  273機関（平成19年12月31日現在）   

①国立高度専門医療センター及び国立ハンセン病療養所   

②独立行政法人国立病院機構の開設する病院   

③学校教育法に基づく大学の付属施設である病院（病院分院を除く）   

④特定機能病院   

2）参加登録申請医療機関  285機関（平成19年12月31日現在）  

報告義務対象医療機関以外で参加を希望する医療機関は、必要事項の登録   

を経て参加することができる。  

4．報告方法及び報告期日   

事故事例報告の範囲は別紙の通りである。   

事故報告はインターネット回線（SSL暗号化通信方式）を通じ、Web上の専  

用報告画面を用いて行う。また、報告は当該事故が発生した日もしくは事故の  

発生を認識した日から原則として二週間以内に行わなければならない。  

5．収集・分析結果の公表   

収集した情報は医療事故防止センターにおいて専門家が分析を行い、報告書  

として取りまとめて医療機関、国民、行政に対して広く公表をする。   

また、報告書を踏まえ必要に応じて、行政、関係団体、個別企業に対して医  

療安全に資すると考えられる提言・要請をおこなう。  

6．その他   

参加登録医療機関（平成19年12月31日現在 1，281機関）から報  

告されたヒヤリ・ハット情報を収集、分析し、提供している。  
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［診卿寺の 患者取り違え］  

箪 例  
Nl・盲．25 2酬納三屋2才さ  

［診察時の患者取り違え］  

列来診察の際、口頭で行った患者氏名の確認が不十分であったため、悪者を取り違  

えた萌例が3件報告されています。（集計期間：2006年1月1日・、20D〔∋年8月31  

日、第13回輯告濫「共有すべき医療醇故情報」に一郎を掲載）．）  

外来での診票の際、医師が患者Aを診察室に呼び入れ、フルネームでほ認し  

たところ、患者Bが「はいJと答えた。診察終了後、看護師は、次の診察患者  

Bを呼び入れたところ、患者Aとして診察した悪者が再び入ってきたため、患  

者を取り違えたことに気付いた。  

∴∴、‥ ；i、∴．・ ∴ －  

∴．、∴∴∴．．． ●●・、・＿．‥．∴．・．  
と  

※ニレー嬬舟妥仝惰拙エ、瞑擬革取柄隠収嗅甘瓢基明生労和名棺掛事業汗ユいて三rt鉱亨ハた事例壬・く）とに当事業   

小一用．ヒl∴利r■i〉‡こC′）卓二昆に患・一ノさ、駐憧削女ク）；丘箕▲㌢軋拉先日止（7）た♭シ【ニ作成iニれたもの‾ごづこ当事業レン迦旨   

Tj．．Y印にづいてiま，霊据附こ－・ムべ－－ノ’に伸旋されてい心報う■＝l汀止び・封′ほこ′■甘㍑書い、、  

Il叫1∴‘1V≠lVド耶l－∴い「．，り1llrl11レ．1＝l11ハ‖T．IITl11＃1⊥▲戸小£．■†p  

玩二リー州紙′′）作成トあたり，作揖パニi†けろ11三権ナ呈‘につtlてはIナ女王期してi川音す．っi、そ∨’納谷を抑寸≡にわたり昭．1二   

十ホ．ア）で甘み吊汁ん。  

；完こけ構維！止、氏原徒歩害′′・火址を別l祝L左Il、＆脛徒啓宥二度削ご・牒潤．を課し一たiけるもノ）ではj・一りまセ′し  （
悌
即
∽
）
 
 
 

肘也法人日本医療機能評価機構 医療事故防止事業部  

〒】01月0〔うl兼房那千代田区三嶋即1－4一■け 栄洋ビル10昭  

電詣．03・5217一口252（厩通）FAX・G3－5217一口253（盃通）  

httpノノ‘wⅥ呵C〔1hc、〇川〕／ntmレ′】ndex．lltm  

㊥このこぅ件は、全て名前を呼ん‘ご：患者に主～真率をし‾こもらう方法ご患者帽認を行った   

事例です〉  



、
 
 
 
－
 
 
－
 
 

▼
・
－
1
 
 
 
 
1
1
t
 
‥
・
 
 

5．産科医療補償制度について   

産科医療補償制度については、通常の妊娠・分娩にもかかわらず、脳性麻  

痩となった児を救済する仕組みとして、平成18年11月に与党において取り  

まとめられた枠組みを踏まえ、厚生労働省からの委託により財団法人日本医  

療機能評価機構に設置された準備委員会において、補償対象者の基準、補償  

金の水準及び支払方法並びに原因分析の仕組みなど制度の詳細について検討  

を行い、本年1月1日より、同機構を運営組緯として、瑚たと  

ころである。   
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本制度は、安心して産科医療を受けられる環境整備の一環として、   

①分娩に係る医療事故により、脳性麻痺となった児及びその家族の経済的  

負担を速やかに補償し、   

②事故原因を分析し、将来の同種事故の防止に資する情報を提供すること   

などにより、紛争の防止・早期解決及び直登医療の質の向上を図ること  

を目的としている。   
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 厚生労働省としては、この制度を創設・推進することにより、安心  

して産科医療が受けられる環境の整備が図られ、ひいては少子化対策  

にも資するものと考えており、これまでもこの制度の創設、普及啓発  

や制度への加入促進策等を進めてきたところである。   

各都道府県におかれては、本制度の趣旨を御理解いただき、地域住  

民、特に妊産婦への周知について、格段の御協力をお願いしたい。  
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（参考1）産科医療補償制度創設に向けたこれまでの取組状況  

（参考2）産科医療補償制度の概要  

（参考3）産科医療補償制度の仕組み  

（参考4）産科医療補償制度への加入状況（平成21年2月17 日現在）  
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（関連ホームページ）  

○財団法人日本医療機能評価機構 産科医療補償制度HP  

http：／／www．sanka－hp．jcqhc．or．jp／index．html  
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（参考1）  

産科医療補償制度創設に向けたこれまでの取組状況  

1．医療紛争処理のあり方検討会（自由民主党政務調査会）  

（1）平成18年9月7日から11月17日までに6回開催  

○主に関係者からのヒアリング  

（2）平成18年11月29日（第7回）  
O「産科医療における無過失補償制度の枠組みについて」を公表  

○公明党「医療事故に係る無過失補償制度とADRに関する検討ワー  
キングチーム」においても同様の結論  

2．産科医療補償制度運営組織準備委員会（（財）日本医療機能評価機構）  
（1）平成19年 2月19日  

O「産科無過失補償制度創設事業」の委託契約を締結  

（2）平成19年 2月23日から12月19日までに11回開催  
○関係者からのヒアリング及び補償制度の内容について検討  

（3）準備委員会に産科医療補償制度に関する調査専門委員会を設置し、  
平成19年 4月13日から11月16日までに5回開催  
○脳性麻痔発生状況の調査、補償対象基準等を検討  

（4）平成20年 1月23日（第12回）  
○報告書のとりまとめ  

3．社会保障審議会、中央社会保険医療協議会  

（1）医療部会  

○ 平成19年 9月17日  
「緊急医師確保対策について（産科医療補償制度）」  

○ 平成20年 9月 4日  
「産科医療補償制度」  

（2）医療保険部会  

○ 平成19年 9月20日  
「産科医療補償制度構築に向けてのこれまでの取り組み状況」  

○ 平成20年 9月12日  
「出産育児一時金制度の見直しについて（産科補償制度関係）」  

（3）中央社会保険医療協議会 総会  

○ 平成20年10月22日  
○ 平成20年11月 5日  

産科医療補償制度に係る診療報酬上の対応について  

－39－   




